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１　基本理念

２　設置根拠
　　職業能力開発促進法に基づき、公共職業能力開発施設として宮城県が設置。

３　運営方針
　　・　校訓の「正しく」「強く」「明るく」を実践し、人間性豊かな職業人を育成する。
　　・　現場力を涵養するため、実践的な指導をする。
　　・　幅広く活躍できる資格と免許の取得を支援する。
　　・　技能者の人材確保のため、できるだけ多くの訓練生を受け入れる。
　　・　職業の安定と技能の継承を図るため、高い就職率を目指す。
　　・　再就職者に最適なキャリア形成を支援する。

４　令和６年度の主な業務運営

　　○　普通課程訓練の充実による次年度普通課程学生の確保と在学生全員の就職

　　○　離職者対象の職業訓練の確実な実施

　　・　広範囲に活用できる資格の取得により、再就職しやすい能力を身につけてもらう。
　　・　効果的、効率的な授業により、修了後短期間での再就職を目指す。
　　・　できるだけ多く再就職を目指す者が受講機会を得られるよう、広報に努める。

　　○　在職者の職業能力向上と離職防止

５　組織 　校　長 庶　務
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　　新規に就業を希望する者と職業転換を希望する者に対し、就業に必要な職業能力を開発
　するとともに、雇用労働者の技能向上に関する指導等を行い、産業に必要な技能労働者を
　養成し、職業の安定と労働者の地位向上を図る。
　　再就職に当たり、職業能力開発の必要のある求職者に対する多様な職業訓練の受講機会
  を確保する。

ほかに外部講師
　　　　13　　人

合

計
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長
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長

庶　務

　　・　新規学卒者に向けたＰＲに加え、高校・大学卒の早期離職者等を対象とした募集活
　　　動に力を入れる。
　　・　学生の技能習得、資格取得を支援するほか、インターンシップや各種競技大会出場
　　　等に積極的に取り組み、就職への意識を高めていく。

　　・　安全で魅力ある普通課程訓練を実施することにより、新入学生を確保や在学生全員
　　　の就職につなげる。

事務職員

技術職員

会計年度任用職員

　　・　広報を充実させ、就職や資格取得の実績についての情報を発信する。

副校長

　　・　様々なコース設定により、再就職分野の枠を拡げる。

　　・　技能検定及び国家資格の試験対策となる訓練の実施により資格取得を促進し、在職
　　　者の雇用の安定や社会的評価の向上を図る。

訓　練　班職 名

区 分

-  1  -



７  令和６年度訓練計画

(1)普通職業訓練（普通課程）
　　主として、新規学卒者及び若年者に対し、職業に必要な知識及び技能の習得を支援する。

①  令和６年度訓練定員及び学生数

②　カリキュラム

・電気理論 ・電気基本実習 ○第二種電気工事士（修了時免状取得）
・自動制御概論 ・コンピュータ基本 ○研削といしの取替え等の業務に係る特別教育修了証
・電気機器 　 操作実習 ○アーク溶接の業務に係る特別教育修了証
・電気材料 ・安全衛生作業 ○消防設備士試験のうち電気関係免除
・電力工学 ・電気機器制御実習 ○二級電気機器組立て技能士
・測定及び試験法 ・電気工事実習 （修了後受験する場合、学科が免除される。）
・製図 ◎玉掛け技能講習修了証
・安全衛生 ◎小型移動式クレーン運転技能講習修了証
・関係法規 ◎第一種電気工事士
・生産工学 ◎高所作業車運転技能講習修了証
・電気工事
・電気応用
・送配電及び配線設計
・設計図・施工図
・材料及び器工具

・建築概論 ・機械操作基本実習 ◎二級建築士(免許登録要件の実務経験年数7年が2年に短縮)
・建築構造概論 ・測量基本実習
・建築生産概論 ・安全衛生作業法 ○研削といしの取り替え等の業務に係る特別教育修了証
・建築設備概論 ・製図基本実習 ○丸のこ等取扱い作業安全衛生教育修了証
・測量概論 ・器工具使用法 ○足場の組立て等特別教育修了証
・建築製図概論 ・工作実習 ○刈払機取扱作業者安全衛生教育修了証
・安全衛生概論 ・木造建築施工実習 ◎玉掛け技能講習修了証
・木質構造 ・木の家づくり設計 ◎２級建築大工技能士
・材料 　 実習
・規矩術
・工作法
・木造建築施工法
・仕様及び積算
・建築構造力学
・建築計画
・木の家づくり計画
・関係法規
・環境工学

◎は試験等で取得できる資格

◎木造建築士(免許登録要件の実務経験年数7年が2年に短縮)

資格・免許

15

　木造建築用工作機器や器工具の取扱いができ、一般木造建築物の施工ができる知識・技能を習得させ
る。

28

実技

実技

電　気　科　（　電　力　系　　電　気　工　事　科　）

令和6年4月11日～令和7年3月12日

訓練科
応募
者数

学科 資格・免許

目
標

9

学生数

22

定員

電気科

学年

１年

学科

令和6年4月10日現在

13

－ 6

１年

　一般電気工作物の設計、積算、施工及び測定検査ができ、自動制御・ＭＥ機器の操作ができる知識・技
能を習得させる。また、受変電設備等の施工・保守管理の知識も併せて習得させる。

訓練期間

計

13

令和6年4月11日～令和7年3月12日9

木 の 家 づ く り 科  （ 建 築 施 工 系　木 造 建 築 科 ）

目
標

２年

50

令和5年4月11日～令和7年3月12日

木の家
づくり科

15

20

－　２　－



（2）普通職業訓練（短期課程）

実施場所 　　　訓練科名 実施回数 訓練定員

訓練定員 備　考

15 R6.5.1 ～ R6.7.31
3ヵ月
訓練

15 R6.5.23 ～ R6.8.22
3ヵ月
訓練

15 R6.7.3 ～ R6.10.2
3ヵ月
訓練

15 R6.8.6 ～ R6.11.5
3ヵ月
訓練

15 R6.9.4 ～ R6.12.3
3ヵ月
訓練

未定 15 R6.10.10 ～ R7.1.9
3ヵ月
訓練

未定 15 R6.11.7 ～ R7.2.6
3ヵ月
訓練

未定 15 R6.12.25 ～ R7.3.24
3ヵ月
訓練

未定 15 R7.1.23 ～ R7.4.22
3ヵ月
訓練

未定 15 R7.2.19 ～ R7.5.16
3ヵ月
訓練

未定 15 R7.3.13 ～ R7.6.12
3ヵ月
訓練

①　在職者訓練・・・地域企業のニーズを踏まえ、在職者の職業能力向上に資する職業訓練を
　　　　実施するとともに、相当程度の技能を有する在職労働者に対して検定・資格等の取得
　　　　促進を支援する。

電気科 1 10 資格取得準備講習本校

訓　練　内　容 実施時期
令和6年11月
2日間訓練

令和６年度計画

令和6年10月
3日間訓練

本校

本校 木の家づくり科 1 5 技能五輪準備講習

10 技能検定受検準備講習木の家づくり科

令和6年4月1日現在

令和7年1月
2日間訓練

1

②  委託訓練（離職者等再就職訓練）・・・民間教育訓練機関に職業訓練を委託し、離職者等
　　　　に対し多様な職業能力開発の機会を確保し、再就職の促進を図る。

委託先 訓　練　科　名 訓　練　期　間

株式会社ＪＭＴＣ
古川教室
(大崎市古川福沼)

介護職員初任者研修科

経理基礎科

大崎地域職業訓練
センター
（大崎市古川西館）

経理基礎科

医療事務科

株式会社ＪＭＴＣ
古川教室
(大崎市古川福沼)

経理基礎科

医療事務科

株式会社ＪＭＴＣ
古川教室
(大崎市古川福沼)

ＰＣ基礎科（時短コース）

介護職員初任者研修科

株式会社ＪＭＴＣ
古川教室
(大崎市古川福沼)

ＰＣ基礎科

ＰＣ基礎科

ＰＣ基礎科

－　３　－



８ 令和５年度　無料職業紹介事業状況

県内 県外 計 県内 県外 計

43 9 52 146 34 180

19 6 25 68 52 120

7 6 13 82 72 154

69 21 90 296 158 454

県内 県外

5 5 100.0

6 5 1 83.3

11 10 0 0 0 1 90.9

令和6年3月31日現在

(1)求人状況

(2)就職状況

電 気 科

木の家づくり科

計

備考

事業所数（箇所） 求人者数（人）

令和6年3月31日現在

就職率

電気科

関連外求人

計

未就職

木の家づくり科

修了者数

就職者数

自営 進学

区分

科名

区分

科名

－ ４ －



（資料編）
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１　令和６年度入学生年齢別状況
令和６年４月１１日現在

年齢

電気科

木の家づくり科

計

２ 令和６年度在校生出身地別状況
令和６年４月１１日現在
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３ 令和６年度在校生出身校別状況
令和６年４月１１日現在
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木の家づくり科2年次

1

電気科

計

9

10

15

１８
歳

5 4

2

木の家づくり科1年次

１９
歳

6

備　　　考計

13

20歳
以上

1

22

計

電気科

木の家づくり科2年次

木の家づくり科1年次

区分

科名・年次

出身地
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科名・年次
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４　沿　　　革

昭和３５年１１月　　　　　　

昭和３５年１１月１７日　　　

昭和３６年１０月　３日

昭和３６年１２月２５日

昭和３７年　３月３１日

昭和３７年　４月　１日 　宮城県古川職業訓練所として開所

昭和３７年１１月　５日

昭和３８年　３月２２日

昭和３９年　４月２５日

昭和３９年１２月２５日

昭和４２年　４月　１日

昭和４２年１０月１７日

昭和４３年　５月　９日

昭和４４年　４月　１日

昭和４４年１０月　１日

昭和４５年　７月　９日
 

昭和４６年　３月２５日

昭和４６年　３月３１日

昭和４６年　４月　１日

昭和４６年１０月２２日

昭和４７年　６月１５日

昭和４８年　３月１２日

昭和４９年　４月　１日

昭和５１年１２月　７日 　表具科（高齢者職業訓練）を開始

昭和５２年　４月　１日   電気設備科を電気工事科と改称

昭和５３年　４月　１日   宮城県立古川技術専門校と改称

昭和５４年１２月　８日   塗装科実習場建設用地として、土地4,139.38㎡取得

昭和５５年　４月　１日   塗装科（普通課程第１類）を新設

昭和５５年１０月　８日 　塗装科実習場竣工（鉄骨平屋建一部２階建：延774.46㎡）

　建築科を新設

　建築科実習場竣工（鉄骨造・平屋建）

　造園科（高齢者職業訓練）を開始

　運動場敷地として、土地5,101㎡取得

　職業訓練校条例（昭和49年宮城県条例第２号）により、宮城県立古
川技術専門学校と改称　　電気工事科を電気設備科と改称

　教室及び管理棟竣工（鉄筋コンクリート造・３階建）

　電気科を電気工事科と改称

　職業訓練法の改正により専修職業訓練校条例（宮城県条例第30号）
が施行され、宮城県立古川専修職業訓練校と改称。

　農業転換者職業訓練を開始

　寄宿舎竣工（補強コンクリートブロック造・２階建一部平屋建）

　ブロック建築科を廃止

　古川市長から教室、寄宿舎の寄贈を受けた。

　電工科を新設

　通商産業大臣から電気工事士の養成施設の指定を受けた。

　運輸大臣から一種自動車整備士養成施設の指定を受けた。

　電工科を電気科と改称

　宮城労働基準局長からガス溶接技能講習機関の指定を受けた。

　古川市長から宮城県知事及び宮城県議会に対し、古川市に職業訓練
所設置の陳情・請願があった。

　宮城県議会で職業訓練所設置の請願が採択され、県経済長期計画の
一環として、昭和３７年度に新設することが決定された。

　古川市長から敷地として、現在地が寄贈された。

　古川市米倉字上屋敷５１番地、古川第一小学校米倉分校のあと地に
職業訓練所設置認可を受けた。

　自動車整備科及びブロック建築科の実習場竣工

　自動車整備科及びブロック建築科の２科を開設

－ ２ －



昭和５６年　３月２５日 簡易実習場竣工（鉄骨平屋建：延102.78㎡）

昭和５６年　４月　１日 宮城県立古川高等技術専門校と改称

昭和５９年　３月２９日 体育館竣工（鉄骨造：延877.89㎡）

昭和６０年　３月３１日 建築科を廃止

昭和６０年１２月２０日 電気工事科実習場改修

昭和６１年　４月　１日 電気工事科を普通課程２類に切替

平成　２年　３月３１日 自動車整備科を廃止

平成　２年　４月　１日 ＯＡ経理科（普通課程２類）を新設

平成　３年　３月２５日 旧自動車整備科実習場を金属加工科教室・実習場に改修

　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　③　短期課程委託訓練〈離職者等再就職訓練事業〉金属加工科（普通課程１類）を新設

電気工事科を電気科と改称

平成　４年　１月３１日 管理棟及び東実習棟の窓枠改修

平成　５年　７月１２日 ＯＡ経理科空調設備及び動力配線工事

平成　７年　２月２８日 旧ボイラー室及び浴室を会議室・保健室に改修

平成　８年　３月３１日 金属加工科を廃止

平成　９年　３月３１日 塗装科を廃止

平成１３年　３月３１日 ＯＡ経理科を廃止

平成１３年　４月　１日 建築科（普通課程１年）を新設

平成１７年　３月２５日 寄宿舎解体工事

平成１８年　３月１６日 東側ﾌﾞﾛｯｸ塀改修工事

平成１８年　４月　１日 宮城県立大崎高等技術専門校と改称

平成１８年１２月２５日 正面玄関に風除室を新設工事

平成１９年　２月１９日 南側ブロック塀改修工事

平成２０年　３月１９日 表具科実習場西側壁改修工事

平成２１年　３月３１日 表具科実習場筋違改修工事　　門柱改修工事

平成２２年　３月　９日 屋外給水設備新設工事

平成２４年　３月１９日 受変電設備改修工事

平成２５年　３月３１日 電気科（短期課程１年）を廃止　

平成２５年　３月３１日 表具科（短期課程３ヶ月）を廃止

平成２５年１１月２５日 管理棟他耐震補強工事

平成２９年　１月２０日　　 建築科実習棟給配水設備（流し）の増設

平成２９年　３月３１日　　 建築科（普通課程１年）を廃止

平成２９年　４月　１日　　 木の家づくり科（普通課程２年）を新設

平成３０年　３月１９日 木の家づくり科実習棟木床の増設

平成３０年　６月２９日 本館屋上防水等改修工事

平成３１年　３月３１日　　 造園科（短期課程６ヶ月）を廃止

令和　２年  ２月 本館トイレ（一部）洋式化工事

令和　３年　３月 体育館屋根雨漏修繕工事

－ ３ －



５ 年度別普通職業訓練（普通課程）修了状況

科名 Ｏ　Ａ 自動車 ブロック 金属

年度 経理科 整備科 建築科 加工科

昭和37 633 16 884 256 302 98 2,189

～平成 3 (S38～H2) (H2) (S37～H1) (S37～S45) (S46～S59) (S55～H2)

　平成　4 6 13 8 6 33

5 8 10 4 5 27

6 10 15 3 3 31

7 14 13 4 7 38

8 10 9 2 21

9 8 13 21

10 11 8 19

11 11 15 26

12 12 17 29

13 15 8 23

14 12 8 20

15 7 15 22

16 7 8 15

17 8 8 16

18 11 4 15

19 11 5 16

20 13 7 20

21 14 6 20

22 15 2 17

23 14 8 22

24 16 12 28

25 15 5 20

26 9 5 14

27 12 8 20

28 12 6 18

29 5  5

30 10 9  19

令和　元 6 11 17

2 9 8 17

3 11 3 14

4 11 13 24

5 5 6 11

昭和37年
からの計

971 129 884 256 417 50 119 21 2,847

＊平成４年度までは、養成訓練と呼称。

＊表中の空欄は訓練の設定なし。

電気科 建築科 塗装科 計
木の家

づくり科

＊建築科は、平成１３年度から普通課程（高卒１年）として再開。平成２９年度に木の家づくり科（高卒
  ２年）に改編。

－ ４ －



６ 年度別普通職業訓練（短期課程）修了状況

電
気
科

自
動
車
整
備
科

ブ
ロ
ッ
ク
建
築
科

建
築
科

ブ
ロ
ッ
ク
建
築
科

造
園
科

表
具
科

建
築
科

建
設
科

測
量
科

パ
ソ
コ
ン
事
務
科

昭和37 80 61 2 17 403 475 190 313 10 49 1,600

～平成2 (S38～H2) (S44～S63) (S44～S45) (S46～S54) (S45～H1) (S47～H2) (S51～H2) (S45～S56) (S53～S54) (S48～S50)

平成 4 2 11 10 23

5 5 13 12 30

6 3 10 12 25

7 1 12 20 33

8 11 18 29

9 12 20 32

10 3 12 20 35

11 6 11 20 37

12 9 12 17 38

13 3 10 21 34

14 3 12 20 20 55

15 6 11 14 13 44

16 1 12 15 12 40

17 3 10 15 16 44

18 4 12 6 22

19 2 11 5 18

20 2 12 9 23

21 5 11 10 26

22 5 11 5 21

23 5 7 8 20

24 5 10 9 24

25 10 10

26 10 10

27 10 10

28 9 9

29 9  9

30 12  12

令和元

2

3

4

5

昭和37年
からの計 153 61 2 17 403 768 476 313 10 49 61 2,313

＊表中の空欄は訓練の設定なし。

訓練期間１年

＊平成４年度までは、能力再開発訓練と呼称。

＊短期課程電気科及び表具科は平成24年度に廃止。造園科は平成30年度に廃止。

－　施設内訓練　－

訓練期間１年未満（追加習得訓練を除く）

計

科名

年度

－ ５ －



７ 年度別普通職業訓練（短期課程）修了状況

科名

年度

自
動
車
運
転
科

非
鉄
金
属
科

I
T
ビ
ジ
ネ
ス
科

O
A
ビ
ジ
ネ
ス
科

I
T
ビ
ジ
ネ
ス
科

(

デ
ュ

ア
ル

)

パ
ソ
コ
ン
活
用
実
践
科

I
T
・
C
A
D
科

P
C
基
礎
科
（

＊
1
）

P
C
基
礎
科
（

＊
2
）

(

時
短
コ
ー

ス

)

I
T
基
礎
実
践
科

(

デ
ュ

ア
ル

)

I
T
応
用
科

I
T
応
用
実
践
科

(

デ
ュ

ア
ル

)

経
理
基
礎
科

O
A
基
礎
実
践
科

(

デ
ュ

ア
ル

)

O
A
応
用
科

訪
問
介
護
科

介
護
職
員
初
任
者

研
修
科
（

＊
3
）

訪
問
介
護
サ
ー

ビ
ス
実

践
科

(

デ
ュ

ア
ル

)

介
護
職
員
初
任
者
研
修

実
践
科
（

＊
4
）

医
療
事
務
科

宅
建
準
備
科

建
設
重
機
操
作
科

玉
掛
け
・
小
型
移
動
式

ク
レ
ー

ン
運
転
科

昭和
37～

313 15 6 14 348

平成
11

(S42
～

H11)
(S62) (H11) (H11)

平成13 5 56 61

14 5 33 18 56

15 10 54 64

16 5 37 42

17 5 31 36

18 38 9 47

19 37 9 46

20 39 10 40 89

21 39 18 18 57 132

22 37 33 14 76 160

23 39 50 75 15 20 199

24 49 17 16 58 11 12 16 179

25 64 16 40 40 9 43 19 17 20 268

26 56 6 18 40 7 16 34 9 186

27 67 10 17 42 7 24 18 13 198

28 98 16 45 7 16 29 19 230

29 56 15 35 42 32 16 8 9 213

30 105 10 35 21 42 14 227

令和元 47 22 7 9 27 6 118

2 36 11 23 10 8 88

3 40 4 26 19 25 114

4 45 11 28 12 25 121

5 29 6 27 7 9 78

昭和37年
からの計 343 15 331 14 28 18 40 807 57 65 126 18 469 16 9 330 77 101 56 254 70 40 16 3,300

＊2 平成30年度までIT基礎科（育児等両立コース）令和４年度までIT基礎科（時短コース）

訓練期間１年未満

－　委託訓練　－

計

＊　表中の空欄は訓練の設定なし

＊1 令和４年度までＩＴ基礎科

＊3 平成30年度まで介護職員養成科

＊4 平成30年度まで介護職員養成実践科

－ ６ －



 

当校案内図
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